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これからの専修学校教育の振興のあり方検討会議（第６回）

参考資料（資料集）

平成23年 中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」答申

専門学校

文部科学大臣

申請

認定要件等

都道府県知事等

推薦

認定

先導的試行としての「職業実践専門課程」の文部科学大臣認定制度を創設
「新たな枠組み」の趣旨を専修学校の専門課程においていかしていく先導的試行として、企業等との密接な連携により、最新
の実務の知識等を身につけられるよう教育課程を編成し、より実践的な職業教育の質の確保に組織的に取り組む専門課程を
文部科学大臣が「職業実践専門課程」として認定する。

○ 職業教育を通じて、自立した職業人を育成し、社会・職業へ円滑に移行させること、また、学生・生徒の多様な職業教育ニーズや様々な職業・
業種の人材需要にこたえていくことが求められており、このような職業教育の重要性を踏まえた高等教育を展開していくことが必要。

○ 高等教育における職業教育を充実させるための方策の一つとして、職業実践的な教育のための新たな枠組みを整備。

⇒ 新たな学校種の制度を創設するという方策とともに、既存の高等教育機関において新たな枠組みの趣旨をいかしていく方策も検討。

- 認 定 要 件 -

○ 修業年限が2年以上

○ 企業等と連携体制を確保して、授業科目等の教育課程を編成

○ 企業等と連携して、演習・実習等を実施

○ 総授業時数が1700時間以上または総単位数が62単位以上

○ 企業等と連携して、教員に対し、実務に関する研修を組織的
に実施

○ 企業等と連携して、学校関係者評価と情報公開を実施

平成25年7月 「専修学校の質保証・向上に関する調査研究協力者会議」報告

平成25年8月 「専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程(文部科学省告示第133号)」を公布・施行

平成26年3月31日 「職業実践専門課程」を文部科学大臣が認定し、官報で告示。 4月から認定された学科がスタート

専門学校における職業教育の充実

「職業実践専門課程」の文部科学大臣認定制度
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企業等との
「組織的連携」

取組の
「見える化」



No. 都道府県 認定学校数 認定学科数
1 北海道 59 156
2 青森県 3 4
3 岩手県 8 29
4 宮城県 23 113
5 秋田県 1 5
6 山形県 3 9
7 福島県 7 46
8 茨城県 14 31
9 栃木県 11 25
10 群馬県 23 43
11 埼玉県 24 50
12 千葉県 21 38
13 東京都 118 438
14 神奈川県 43 94
15 新潟県 31 141
16 富山県 2 8
17 石川県 10 21
18 福井県 6 16
19 山梨県 3 4
20 長野県 14 33
21 岐阜県 6 10
22 静岡県 27 62
23 愛知県 44 171
24 三重県 1 1

No. 都道府県 認定学校数 認定学科数
25 滋賀県 － －
26 京都府 22 58
27 大阪府 89 305
28 兵庫県 20 61
29 奈良県 2 6
30 和歌山県 2 6
31 鳥取県 1 1
32 島根県 6 13
33 岡山県 15 45
34 広島県 22 58
35 山口県 10 26
36 徳島県 5 15
37 香川県 10 32
38 愛媛県 12 39
39 高知県 5 20
40 福岡県 55 180
41 佐賀県 1 1
42 長崎県 5 13
43 熊本県 13 40
44 大分県 12 16
45 宮崎県 8 19
46 鹿児島県 3 6
47 沖縄県 13 32

合計 833 2,540

「職業実践専門課程」の認定状況

（平成２８年２月１９日現在）

職業実践専門課程の認定学科数は、全専門学校（修業年限２年以上）の約３６％。

2

【認定状況】

※（）内の数字は全専門学校(2,823校)、修業年限２年以上の全学科数(7,023学科）に占める割合。
なお、全学科数（8,198学科）に占める割合は、31％である。

※合計欄の学校数・学科数は、過年度に認定された学科を有する学校が別学科を申請していること、
認定取消等により、単純合計となっていない。

※取消件数：2校8学科(H26.8.29), 1校1学科(H27.2.17),  3校3学科(H28.2.19)(うち2校2学科は課程廃止による）

【分野の別】

学校数 学科数

H25年度 467 1,364

H26年度 295 675

H27年度 272 501

合計 833(29.5%) 2,540(36.2%)

分野 工業 農業 医療 衛生 教育・

社会福祉

商業

実務

服飾・

家政

文化・

教養

計

合計 570 11 449 244 218 469 94 485 2,540

平成28年2月19日現在

3



職業実践専門課程の効果

4

効果その１効果その１

効果その２効果その２

効果その３効果その３

効果その５効果その５ 業界ニーズの反映

効果その６効果その６

学校運営等の組織的改善

教職員の意識改革

派遣講師の資質能力

教育内容の充実

効果その４効果その４ 学生の実践力の向上

効果その１ ー 学校運営等の組織的な改善－

認定を受けている学科ほど、学校運営・教育活動等の組織的な改善につながっている。

H27実態ｱﾝｹｰﾄ
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改善した やや改善した あまり改善していない 改善していない わからない

教育課程の組織的・定

期的な見直しの実施

企業等、外部組織との

連携強化（企業等によ

る積極的な教育への参

画）

学校関係者による学校

の理解度の向上

図表 平成26年4月以降の改善状況（認定有無・時期別）

※文部科学省平成27年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より



図表 平成26年4月以降の改善状況（認定有無・時期別）

H27実態ｱﾝｹｰﾄ 効果その２ －教職員の意識改革－

■認定に向けた取組自体が、教職員の意識と指導力向上につながっている。
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改善した やや改善した あまり改善していない 改善していない わからない

就職先となる（なりうる）

業界において求められ

る能力に対する教職員

の理解の向上

就職先となる（なりうる）

業界において求められ

る能力に関する教員の

指導力の向上

教職員の学校運営への

参画意識の向上

※文部科学省平成27年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より

図表 所属学校での企業等からの派遣講師の割合（認定有無別）
－学生による教員の評価－

■認定学科の学生のほうが、当該校に優れた派遣講師が多いと感じている

効果その３ －派遣講師の資質能力－H27実態ｱﾝｹｰﾄ
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多い やや多い あまり多くない 多くない

専門に関わる知識が豊富

である

専門に関わる最先端の知

識・技能が豊富である

専門に関わる卓越した職業

実務能力がある

授業がわかりやすい

精神面でのサポートがある

業界の動向や事情に精通

している

親身になって相談等に乗っ

てくれる

※文部科学省平成27年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より



図表 企業内実習により、以前に比べ生徒が身につけられたこと（企業内実習種別）

※文部科学省平成27年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より

効果その４ －学生の実践力の向上－

全般的な傾向として、企業内実習により、「専門性」と「コミュニケーション」関係能力の
習得に効果（特に、法令義務の企業内実習）。加えて、「仕事に対する意識付け」等にも
効果。

H27実態ｱﾝｹｰﾄ
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相手の状況や考え方を考慮して話ができること

報告、連絡、相談など仕事で求められるコミュニケーションができること

人との関係を大切にし、協調・協働して行動できること

筋道を立てて考え、具体的に表現できること

問題を発見し、原因を考え、解決に向け取り組めること

困難に直面してもあきらめずにやりぬけること

様々な情報を活用しながら、自分の将来にわたっての働き方を考えられること

仕事に必要な最低限の会話や説明を外国語でできること

上記のいずれも身につけることができていない

企業内実習（法令義務）[N=593]
企業内実習（非法令義務）の専門現場実習[N=909]
企業内実習（職場体験型インターンシップ）[N=783]
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編成委員会を設置している[N=1814]

人材ニーズ把握あり[N=513]

人材ニーズ把握なし[N=154]

編成委員会を設置している[N=1814]

人材ニーズ把握あり[N=513]

人材ニーズ把握なし[N=154]

編成委員会を設置している[N=1814]

人材ニーズ把握あり[N=513]

人材ニーズ把握なし[N=154]

編成委員会を設置している[N=1814]

人材ニーズ把握あり[N=513]

人材ニーズ把握なし[N=154]

実現した 実現に向けた取組を開始した 実現に向けた取組の予定がある 実現に向けた取組の予定はない

就職先となる（なりうる）

業界の動向を踏まえた

教育課程編成

就職先となる（なりうる）

業界の人材ニーズを踏

まえた教育課程編成

教育課程の構成の

見直し

授業科目の新設

図表 平成26年4月以降の取組状況（教育課程編成における企業等との連携体制別）
●編成委員会を設置し
ている
⇒「①認定要件を満た
す企業等が参画する教
育課程編成委員会等
を設置している」

●人材ニーズ把握あり
⇒「②認定要件を満た
さないが、企業等担当
者が参画する委員会等
を設置している」又は
「③委員会は設置して
いないが、組織として企
業の人材ニーズ等を把
握している」又は「④委
員会は設置していない
が、個々の教職員経由
で人材ニーズ等を把握
している」

●人材ニーズ把握なし
⇒「①～④の連携を
行っていない」

※次頁も同様

効果その５－業界ニーズの反映－
■ 教育課程編成委員会を設置している学科ほど、就職先となる業界の動向・ニーズ
と直結したカリキュラム編成等が実現。

H27実態ｱﾝｹｰﾄ

9※文部科学省平成27年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より



図表 平成26年4月以降の取組状況（教育課程編成における企業等との連携体制別）

効果その６ －教育内容の充実－
■ 教育課程編成委員会を設置している学科ほど、実習・演習等の授業内容について
企業との連携や質の充実につながっている。

H27実態ｱﾝｹｰﾄ
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実現した 実現に向けた取組を開始した 実現に向けた取組の予定がある 実現に向けた取組の予定はない

既存の授業内容・

授業方法の改善

実習・演習等の質

の充実

実習・演習等におけ

る企業等との連携

の充実

※文部科学省平成27年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より

職業実践専門課程の課題
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課題その３課題その３

課題その１課題その１ 取組の意義等の理解共有

質の向上・実態調査

課題その２課題その２ 「認定後」の取組充実

課題その４課題その４ 社会人向けの講座開設



項目

教育課程

編成

委員会等

企業内

実習

企業と連

携した学

内での実

習・演習

教員研修

学校関係

者評価

委員会

協力の得られる企業等の

（委員の）確保
18.6% 19.2% 23.7% 19.7% 15.2%

協力の得られる業界団体

の委員の確保
34.1% - - - 26.9%

協力の得られる高等学校

の委員の確保
- - - - 38.9%

日程調整等の事務業務

／企業等との連絡・調整
30.3% 17.7% 17.1% 16.3% 16.9%

図表 認定学科における各要件に係る実施上の課題認識

※太字下線は20％以上のもの

H27実態ｱﾝｹｰﾄ 課題１ －取組の意義等の理解共有－
外部の協力確保と調整等の事務負担を課題と考える学科が多い（特に学校関係者評価委

員会の設置・運営にあたり、高等学校の委員の確保を挙げる学科が多い）。
➣ 取組の意義等について関係者の理解共有を図ることが必要

12※文部科学省平成27年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より

課題２ －「認定後」の取組充実－

図表 平成26年4月以降の改善状況（認定有無・時期別）

認定後年数が経過している学科ほど、効果を積極的に実感する学科割合が多い一方、
効果実感は全般的には低い傾向（＝「やや改善した」が少なく、「わからない」が多い）。
➣ 認定後においても、取組・改善を充実させていくことが重要
（「改善した」と回答している学科は、そのような改善を積極的に行っている学科と考えられる）

H27実態ｱﾝｹｰﾄ
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参画意識の向上
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図表 各要件に係る企業が考える連携の目的と実際の効果認識の差

※数値は、連携等の目的として「重視している」の回答割合と、その効果について「効果があった」の回答割合の差。太字下線は各要件における上位3項目

項目

教育課程

編成

委員会等

企業内

実習

企業と連

携した学内

での実習・

演習

教員研修

学校関係

者評価

委員会

企業等が求める知識・技能等を身につけられる教育／教育課程編

成／教員養成／学校運営の実現
37.9% 24.0% 31.1% 21.5% 36.3%

企業等が求める知識・技能等を身につけた卒業生の採用 34.9% 16.8% 25.5% 17.8% 32.3%

連携する専門学校とのネットワーク強化 14.5% 11.3% 12.6% 14.7% 14.6%

他の委員等とのつながり等、社外ネットワークの構築・強化 5.4% － － － 10.5%

連携する専門学校の教育活動への寄与 13.1% 17.9% 13.0% 16.6% 17.3%

業界全体の発展への寄与 34.9% 26.2% 22.6% 28.9% 29.4%

地域社会への貢献 26.8% 21.5% 19.9% 17.8% 25.4%

生徒を指導／講師を経験させること等による自社社員等の育成 － 15.4% 6.7% 9.2% －

生徒によるアイデアの自社等事業への活用 － 7.3% 7.0% － －

H27実態ｱﾝｹｰﾄ 課題３ －質の向上・実態把握－
企業等が考える連携の目的と実際の効果認識の差の大きな項目として、「企業等が求める知

識・技能等を身につけられる教育の実現」等が挙げられた。
➣ 取組の質の向上が重要であるとともに、効果確認のためには時間を要することから、継続的
な実態把握が必要。
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厚労省調査 課題４ ー社会人向けの講座開設－
専門実践教育訓練給付金制度における職業実践専門課程の活用状況については、指定講座

(680講座）のうち受給実績があるものは46講座 (6.8%)と低調（平成27年10月末現在）。
➣ 夜間課程や土日課程の開設等の促進など、社会人（在職中の労働者）が受講
しやすい工夫をすることが効果的と考えられる。

15

指定講座数

うち昼間課程 うち夜間課程 うち土日課程

うち受給実績があ
る講座数（割合）

うち受給実績があ
る講座数（割合）

うち受給実績があ
る講座数（割合）

第１類型（公的資格の
養成課程等）

1,087 911 421 (46.2%) 132 101 (76.5%) 10 7 (70.0%)

第２類型（職業実践専
門課程）

680 674 42  (6.2%) 6 4 (66.7%) 1 0 (0%)

第３類型（専門職大学
院）

72 43 16(37.2%) 28 26 (92.9%) 42 36 (85.7%)

計 1,839 1,628 479 (29.4%) 166 131(78.9%) 53 43 (81.1%)

43
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第３類型（専門職大学院）

第２類型（職業実践専門課程）

第１類型（公的資格の養成課程等）

指定講座数

うち受給実績がある講座数

専門実践教育訓練給付金制度における活用状況（平成27年10月末時点）



１ 自動車整備専門学校における職業実践専門課程の第三者評価について 全国自動車大学校・整備専門学校協会

２ 情報・ＩＴ系職業実践専門課程における第三者評価の評価基準・体制の構築 学校法人岩崎学園 情報科学専門学校

３ ゲーム・ＣＧ分野職業実践専門課程の質向上を目標とする教員養成及び第三者評価の拡充 学校法人中央情報学園 早稲田文理専門学校

４ 柔道整復師養成施設での職業教育分野別第三者評価モデル事業 公益財団法人 柔道整復研修試験財団

５ 理学療法・作業療法の職業実践専門課程の第三者評価等に係る先進的取組の推進
学校法人福田学園 大阪リハビリテーション
専門学校

６
職業実践専門課程の調理師養成分野における質保証・向上を推進するための第三者評価システムの構
築と評価モデル開発

公益社団法人 全国調理師養成施設協会

７ 美容分野第三者評価試行の成果の普及および職業教育の国際通用性を高めるための調査・研究 一般社団法人 専門職高等教育質保証機構

８ 介護福祉士養成教員に特化した第三者評価項目に基づく各養成施設への評価実施とその成果実証 学校法人敬心学園 日本福祉教育専門学校

９ ホテル専門学校における職業実践専門課程の第三者評価の構築
学校法人日本ホテル学院 専門学校日本ホテ
ルスクール

１０ ファッション分野における職業実践専門課程の質保証の評価を推進する事業 学校法人文化学園 文化服装学院

１１ 動物系職業実践専門課程における第三者評価及び評価者養成の実践と検証 一般社団法人 全国動物専門学校協会

１２ 職業実践専門課程における分野横断的な第三者評価の調査研究及び仕組みの基本設計
特定非営利活動法人 私立専門学校等評価研
究機構

「職業実践専門課程の各認定要件等に関する先進的取組の推進」事業
分野別第三者評価 採択先一覧（平成２８年７月１日採択）
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職業実践専門課程における第三者評価の在り方の検証の方向性について 
 
 
 
「職業実践専門課程の各認定要件等に関する先進的取組の推進」において、第三者評価に関して

は、以下の（Ⅰ）及び（Ⅱ）を踏まえて実施する。 

その際、各コンソーシアムの枠組を生かしながら、産業界等が参画する評価体制の下で、それぞ

れの取組状況を適宜確認・評価することで、より効果的・効率的な取組とすることが求められる。   

なお、第三者評価は、質の保証・向上のために実施する「手段」であることに留意して、検証を

進めることとする。 

 
 
（Ⅰ）自己目標の設定 

○ 認定課程ごとに、学生の学修成果を中心とした目的・目標を社会との接続の観点を含めて

具体的に設定する。目的・目標は、分野の特性を踏まえた職業実践的な教育に適したもの

とする。 

○ 目標として設定する指標は、ある程度分野共通的なものとなることを意識した上で、個別

の分野に即した具体的な指標を設定する。 

（指標の項目例：資格取得、進路状況、離職率、企業等からの評価 等） 

＊ 資格取得や進路状況等については、各分野において、分野共通の数値目標を設定する

必要は必ずしもないが、各認定課程が、独自に数値目標を設定することは奨励される。 

○ 設定された目標の水準は、各分野の中で比較できるような枠組み（資格制度、職業能力評

価基準等）と関連付けることが期待される。 

（さらには、分野間等で相互に比較できるような資格枠組みの将来的な構築も視野に。） 

    ＊ 当該分野において、参照に適した既存の枠組みがない場合には、日本技術者教育認定

基準等を参照のうえ、分野の特性を踏まえた共通目標を設定する。 

 

   （参考）日本技術者教育認定基準（日本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ））より抜粋 

     基準１ 学習・教育到達目標の設定と公開 

（2）…学習・教育到達目標は、下記の(a)～(i)の各内容を具体化したものであり、かつ、

その水準も含めて設定されていること。… 

(a) 地球的視点から多面的に物事を考える能力とその素養 

(b) 技術が社会や自然に及ぼす影響や効果、及び技術者が社会に対して負っている

責任に関する理解 

(c) 数学及び自然科学に関する知識とそれらを応用する能力 

(d) 当該分野において必要とされる専門的知識とそれらを応用する能力 

(e) 種々の科学、技術及び情報を活用して社会の要求を解決するためのデザイン能

力 

(f) 論理的な記述力、口頭発表力、討議等のコミュニケーション能力 

(g) 自主的、継続的に学習する能力 

(h) 与えられた制約の下で計画的に仕事を進め、まとめる能力 

(i) チームで仕事をするための能力 

 
 
 
 
 
 

専修学校の質の保証・向上に関する調査研究協力者会議 

（第１６回）（平成２８年３月２３日）資料 
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（Ⅱ）第三者評価の実施 

 

職業実践専門課程としての要件を満たしつつ、学校が設定した目的・目標を達成できているか

（目的・目標の適切性に関する評価も含む）について、社会との接続の観点を含めて評価を行う。 

 
 【評価の手法】 

評価委員の構成は５名程度（有識者／専門学校関係者／業界関係者等）とする。 
＊ 評価委員構成の工夫や、評価に係る評価委員（評価主体）の質の向上方策も含め、評

価体制の充実の在り方について検証を進める。 
 
【評価の観点】 
（１）設置基準等 

専修学校設置基準等の適合性を確認し、評価。 

・ 教員資格、教員数 

・ 授業時数 

・ 校地校舎の面積、設備                 等 

（２）職業実践専門課程認定要件 

職業実践専門課程の各認定要件の適合性を確認し、評価。 

・ 教育課程編成委員会等の委員構成、開催回数、教育課程の編成内容 

・ 企業等と連携した実習・演習等の実施 

・ 企業等と連携した組織的な教員研修の実施 

・ 企業等と連携した学校関係者評価の実施・公表 

・ ホームページにおける情報提供 

（３）学修成果等 

認定課程が目的・目標に設定している学修成果等が達成できているかどうかを評価。 

 ・職業実践専門課程認定要件に係る教育内容等  

職業実践専門課程の各認定要件に係る学校の教育内容等（教員組織、教育課程、施

設及び設備等）が、目的・目的達成のために適切に機能しているか。      

     ・上記以外の教育内容等 

教育課程や教育施設・設備等が目的・目標達成のために適切なものか。    等 

＊ 当該分野共通の目標を達成するために必要な内容を、分野共通の評価項目として具

体的に設定する。 

（４）内部質保証 

機関内部の質保証の取組や手続きを整備し、それが機能しているかを評価。 

＊ 内部質保証に係る第三者評価としては、自己評価及び学校関係者評価が適切に機能

しているかの評価を行うことを志向しつつ、そのことと併せて、自己評価及び学校

関係者評価による個別項目に係る評価について、それらの評価（評価項目・評価手

法・根拠資料の活用方法等の在り方を含む）の充実に向けた指導的な役割も期待さ

れていることに留意する。 
 
 ※ 目的・目標の設定とそれらの達成状況等についての評価は、認定課程とともに、学校全体を

見据えたものについても行うよう努めるものとする。 
 ※ 機関別評価及び分野別評価の組み合わせも含めた第三者による質保証の将来的な進め方に

ついては、本事業による第三者評価の実施状況等を踏まえて検討するものとする。 
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各分野における第三者評価の基準等について 

（目次） 

 

NO 事業名 実施機関 頁 

1 
ファッション分野における職業実践専門課程の質保証の評

価を推進する事業 

学校法人文化学園 

文化服装学院 
20 

2 
情報・ＩＴ系職業実践専門課程における第三者評価の評価基

準・体制の構築 

学校法人岩崎学園 

情報科学専門学校 
24 

3 
ゲーム・ＣＧ分野職業実践専門課程における教員養成と第三

者評価の構築 

学校法人中央情報学園 

早稲田文理専門学校 
45 

4 
職業実践専門課程の美容分野における質保証・向上を推進す

るための学校評価制度の開発と構築 

学校法人メイ・ウシヤマ学園

ハリウッドビューティ専門学

校 

53 

5 
介護福祉士に特化した第三者評価項目に基づく各養成施設

への評価実施とその成果実証 

学校法人敬心学園 

日本福祉教育専門学校 
57 

6 
理学療法・作業療法の職業実践専門課程の第三者評価等に係

る先進的取組の推進 

学校法人福田学園 

大阪リハビリテーション専門

学校 

59 

7 
自動車整備専門学校における職業実践専門課程の第三者評

価について 

全国自動車大学校・整備専門

学校協会 
63 

8 

柔道整復師養成分野に係る第三者評価モデル事業の実施及

び別分野に係る第三者評価モデル事業に取組む他のコンソ

ーシアムとの連絡調整並びに「職業実践専門課程」の第三者

評価に関する標準的システムの概念設計 

特定非営利活動法人 

私立専門学校等評価研究機構 
65 

9 

職業実践専門課程の調理師養成分野における質保証・向上を

推進するための第三者評価システムの構築と評価モデル開

発 

公益社団法人 

全国調理師養成施設協会 
67 

10 
動物系職業実践専門課程における評価者の養成と第三者評

価基準の構築 

一般社団法人 

全国動物専門学校協会 
71 

11 
職業実践専門課程の観光分野に係る第三者評価システムの

構築 

学校法人日本ホテル学院 

専門学校日本ホテルスクール 
78 

 

専修学校の質の保証・向上に関する調査研究協力者会議

（第１６回）（平成２８年３月２３日）資料 
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